
②③ 広報しちかしゅくNo.753令和５年 10 月１日号

七ヶ宿町の令和４年度
決算の状況をお知らせします

　都市部の意欲ある人材を積極的
に受け入れ、協力隊員として最長
３年間委嘱し、様々な活動に取り
組みながら、七ヶ宿町への定住・
定着を図っていきます。

　有害鳥獣の増加にともない捕獲頭
数も増加しています。捕獲者の処理
負担を軽減し、捕獲後に適切な処理
を行うことで捕獲効率の確保を図る
ため、この施設を建設しました。

　老朽化した関保育所を建て替え
るための、詳細な設計業務を委託
しました。令和５年度の完成を予
定しています。

　概ね40歳以下の子どもがいる町外
の世帯を対象に、移住定住を促進し、
地域コミュニティーの維持による地
域の活性化を図るため、地域担い手づ
くり支援住宅を２棟建築しました。

　友好都市である鹿児島県宇検村
の中学１・２年生と、七ヶ宿町の
中学１・２年生が、夏は宇検村で
海の体験交流、冬は七ヶ宿町で雪
の体験交流を行いました。

　災害時の消火活動に必要な水を
確保するため、老朽化した防火水
槽を地震などに強い耐震性のある
防火水槽に改修しました。

地域おこし協力隊事業
〈事業費　３，６８９万円〉

有害鳥獣処理施設建設工事
〈事業費　４，４２５万円〉

保育所新築工事実施設計業務委託事業
〈事業費　１，８３７万円〉

地域担い手づくり支援住宅建築事業
〈事業費　４，４００万円〉

宇検村交流事業
〈事業費　４０４万円〉

防火水槽設置工事
〈事業費　１，０１２万円〉

決　算　の　状　況

歳入歳出決算状況の割合

令和４年度の主な事業

歳入から歳出を差し引き、翌年度へ繰り越した額を除いた実質収支は…7，145万円となりました。

　みなさんから納めていただいた税金や国・県からの支出金等がどのように使われているかを
令和４年度の普通会計（一般会計・町営バス特別会計・介護サービス特別会計・七ヶ宿ダム自然休
養公園特別会計）を中心に決算の概要をお知らせします。
　普通会計において町に入ったお金（歳入）は28億3,733万円、町が使ったお金（歳出）は27億
2,231万円でした。令和３年度決算と比べると歳入は１億5,939万円の増、歳出は１億4,978
万円の増となりました。

　歳　　　入
地 方 税 ５億２，４６４万円（↗）町民税、固定資産税などみなさんから納められた税金やダム交付金

などです。
地 方 譲 与 税・
各 種 交 付 金 ８，４０９万円（↘）自動車重量譲与税及び地方消費税交付金や利子・配当にかかる税の

一部が町に交付されたお金です。

地 方 交 付 税 １２億 3，３２６万円（↘）地方税の収入が少ない団体に財源を保障し、一定の行政サービスを
提供できるよう国から交付されたお金です。

国 県 支 出 金 3 億３，２９５万円（↗）国や県から特定の目的のために支出されるお金です。

繰 入 金 ２億　　３４１万円（↗）財源不足を補うために基金などから補てんしているお金です。財政
調整基金、減債基金、振興基金などが含まれます。

繰 越 金 ２，５４１万円（↘）前年度から繰り越したお金です。
地 方 債 1 億９，２７２万円（↗）町が財源を確保するために借り入れたお金です。

そ の 他 ２億４，０８５万円（↗）町の施設使用料や町営バスの使用料・中小企業等への貸付金の元利
収入などのお金です。

合　　計 2８億３，７３３万円（↗）

　歳　　　出
人 件 費 5 億２，３２６万円（↘）町長や議会議員の報酬、職員の給与、共済組合（社会保険）の負担

金などです。

物 件 費 ・
維 持 補 修 6 億５，４８２万円（↗）

物件費は電話代や郵便代、燃料費、光熱水費、消耗品費、委託料な
どです。維持管理費は町が管理する公共用施設等を維持するための
経費です。

補助費・扶助費 ６億　　７１３万円（↗）
補助費は各種団体への補助金、仙南地域広域行政事務組合や公立刈
田綜合病院等への負担金などです。扶助費は生活するための社会保
障給付金、医療費助成などです。

普通建設事業費 ３億３，７１０万円（↗）ライスセンター建築事業、有害鳥獣処理施設新築事業、地域担い手
づくり支援住宅建築事業などに使われたお金です。

積 立 金 ４，８１８万円（↘）町の貯金で財源不足が生じた時の蓄えとして、財政調整基金などに
積み立てたお金です。

出資金・貸付金 ６，０１０万円（↘）民間等に対して必要な資金の貸し付けを行うためのお金です。

繰 出 金 ２億４，７５３万円（↗）国民健康保険、診療所、介護保険、後期高齢者医療、簡易水道、公
共下水道などの特別会計に補てんしたお金です。

公 債 費 ２億３，７６０万円（↗）町が借り入れたお金の返済金です。
災害復旧事業費 ６５９万円（↗）大雨などの災害により被災した施設を復旧するためのお金です。
合　　計 2７億２，２３１万円（↗）

※　（　）内の矢印は、令和３年度決算と比較しての増減を表しています。
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